チャランケ通信　第38号　2013年11月11日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹

　恒例の囲碁合宿の旅、石元学長らの特別参加で盛り上がる
　半年に一回、われわれ昭和42年一橋大学卒業生の囲碁仲間が実施している、福島県西会津町のペンションを舞台に繰り広げられる2泊3日の囲碁合宿の旅に参加した。これで3回連続となる参加であるが、今回は石弘光元一橋大学学長や囲碁同好会の近藤士郎先輩も参加され、大変にぎやかな顔ぶれとなった。紅葉が美しい奥会津の山々を見ながら、浅草から東武線、そして野がん鉄道に揺られて3時間半、会津高原尾瀬口に降り立ち同級生の早川君の弟さんが経営しているペンション「エンドレス」まで車で30分足らず、本来なら駅前の「ふるさと食堂」で歓迎の昼食会ならぬ昼食飲み会から始まるところなのだが、あいにく食堂を切り盛りして下さる本当に気のいい”おばさん”が、病院に行く日に当たってしまったため、やむなく近くの蕎麦屋で軽く昼食をとり、ペンションにつくや否や14名が黙々と囲碁に打ち込んでいく。なかなかの壮観であり、夕食後も延々と対戦相手を変えながら対局が進む。
翌日は、ゴルフ組、山登り組、散策組と別れて気分転換へ、それが終わるや否や、再び囲碁、夕食は近くの旅籠での山菜料理とイワナの骨酒、それに地元の手打ち蕎麦で締め、恒例の連碁となる。まことに寸暇を惜しんでの囲碁三昧と奥会津の美しい山々の下でのアウトドア活動に、70歳前後の同窓生たちの心を捉えて離さない魅力がいっぱいなのだ。小生の成績は今ひとつで、Aクラスの高段者には一勝もすることができず、来年こそもっと上達をしたいものだと思いつつも、以前対局して苦杯を喫した元学長にはなんとか勝利をすることができた。石先生も学長職や税制調査会長など第一線の仕事から解放されたようで、今回はCクラスで優勝され、徐々に力をつけてこられつつあることを深く心に銘記したしだいである。
特定秘密保護法案の行方をしっかりと監視していこう
さて、山から下りて現実の政治や経済は進んできている。政治の方では、国会の審議で重要法案とされている特定秘密保護法案にたいして、多くの疑問が提起されている。国民の知る権利に抵触し、何が秘密なのかも政府が一方的に決めてしまうやり方が、果たして民主主義国家として許されるのか、まことに重大な疑問を感ずるのは当然のことだろう。民主党の方から情報公開法の改正案が提起され、公明党がそれに飛びついて与党側が一定の譲歩を示すことによって法案成立に漕ぎ着けたいようだがどのように展開していくのか、十分注視していく必要がある。
アベノミクスの三本目の矢、成長戦略は何をもたらすのか
アベノミクスの三本目の矢を法案化したとされる「日本再興計画法案」の審議も、衆議院の経済産業委員会で始まったようだ。過去の政府が策定した成長戦略は13本つくられたものの、それで成功したものは一つもないと言われている。どだい政府がグローバル化した市場経済の中で、マーケットが求めているものが何であり、リスクをかけてでも実施するべき成長分野か否かを判断できるわけがない。そうした中で必要なことは、まさに企業家精神旺盛な経済人が、文字通り全身全霊を傾けてイノベーションを起こすことなのであり、民間の方たちの創意工夫以外には不可能ではなかろうか。一方で、雇用や医療など社会的共通資本と言われる分野での規制緩和を推進すれば、日本社会の格差拡大や貧困化を推進し、国民の政治不信を招くことは必至であろう。

アメリカも金融緩和によるバブル化の懸念、格差の拡大も心配
最近、私の手元に送ってきていただいた中前国際経済研究所の最新の経済レポート「デフレ下に向かう世界経済(2)~米国バブルの加速~」によれば、アメリカが進めているQE継続によって投機が加速され、その大きさはサブプライムバブルを上回るものになりつつあり、実体経済を引き上げる力はないものの資産価格を押し上げる力が大きく、株価の高騰しそれを維持するためコストカットの圧力や、増配と自社株買いへの圧力が増大して、経済のデフレ化のリスクを高めている、と分析されている。
QEのもう一つの効果として、所得格差、資産格差の拡大が進み、トップ1%と残り99%の格差は、財政はもとより、金融政策のスムースな展開を困難にさせてくると予測されている。日米両国が同じような金融緩和政策を取りながら、何とか過剰流動性の暴発に至っていないのは、当座預金で吸収していることと、もう一つは銀行に対する規制が強化されているからだという。
日本のデフレ脱却には賃金アップが必要なのだが、・・・
日本の場合、デフレからの脱却には賃金の上昇が必要なのだが、雇用の59%は中小企業・非製造業が占めており、ここでの労働生産性か低く、労働分配率が73%(大企業は50%)と高いため、生産性を高める以外に賃上げが困難であると見ておられる。まさに、アベノミクスがいよいよ胸突き八丁に差し掛かってきており、今後のデフレからの脱却の困難性が明確になりつつある。
これまでのアベノミクスが順調に進んでいるように見えてはいるが、過去何度か指摘したように、金融緩和の進展による円安の進展とともに、資産価格の上昇、即ち株価やREIT市場の活性化による資産効果も挙げられるのだが、一番の内需拡大効果は東日本大震災の復興需要と安倍内閣の公共事業拡大によるものが大きい。さらに、消費税引き上げ前の駆け込み需要も加わり、やや過熱気味の景況がみられる地域すら出てきている。かくして、円安による海外からの石油や食料品など輸入品価格の上昇が物価上昇をもたらしているわけで、これからの消費税引き上げ3%分のうち2%程度の物価上昇も加わり、賃上げができないとなれば個人消費が冷え込み、結果として内需が大きく低下し、景気低迷へと落ち込んでいくことも十分に想定されよう。そうなったとき、安倍政権が進めようとしている5兆円の景気刺激策が、本当に効果を上げ得るものかどうか、国債発行がこれ以上すすめば、市場からの反発は、なかなか厳しいものがあるように思えてならない。
消費税の引き上げの難問、軽減税率の導入、公明は強硬だ
さて、来年4月から5%から8%へと消費税率の引き上げが確定した。それぞれの立場でどのように増税を受け止め、対応すべきなのか、検討が進められているに違いない。特に、スーパーのレジであるとか、鉄道輸送における電子貨幣のシステムの変更など、どれ一つとってみても簡単なものではない。
そこへ持ってきて、公明党が主張している軽減税率の導入問題が大きな山場を迎えようとしている。食料品や新聞代などを、2015年10月から10%へ引き上げる際には、低所得者対策として「他に有力な選択肢が無いのだから、軽減税率について国民の理解を求めるような意思決定をしていくのが望ましい」と山口代表は言明され、さらに、13年度与党税制改革大綱で10%引き上げ時に軽減税率導入を目指すと明記したことに触れ、「10%への引き上げは軽減税率とセットで判断しなければならない」と主張し、「逆算すれば、基礎的な方向性は今年末の税制改正で打ち出すことが、国民に安心感を与えるための重要なタイミングだ」と指摘されている。
その上で、詳細な制度設計を準備する段階的な取り組みが必要だとして、「それなくして、今後の議論はこれまでの合意に沿わないので、そこは極めて重大に考えている」と強調している。相当な決意の表明と見ていいだろう。公明党は、逆進性を持つ消費税に対して支持組織の創価学会からの厳しい突き上げがあったと言われ、軽減税率の適用が消費増税容認の条件になっていることは間違いない。それだけに、山口代表の11月5日の記者会見が厳しいものになったと言えよう。
軽減税率導入にはインボイスが必要、税率も10%では収まらない
問題は、軽減税率を入れることで、様々な問題点が露呈してくることにある。インボイスを導入する必要があると言われているのだが、日本商工会議所をはじめとする中小企業団体は絶対反対だし、自民党内でも軽減税率の導入には事務手続きだけでなく、10%ではなく11~12%にまで税率の引き上げをしなければ財源不足になることもある。恐らく、どの食料品を軽減税率の対象にするのか、を巡って、まさに年末の税制改正は族議員が跳梁闊歩するに違いない。決定過程は不透明な場で決められるに違いないし、お馴染みの政官業のトライアングルの出番到来なのだ。
本当は、単一税率で、社会保障充実に使えば再分配機能を発揮
問題は、民主党が提起してきた「給付つき税額控除」案が、マイナンバー制度の導入遅れのため、より正確な所得把握が間に合わないこともあり、対案がなかなか出てこないところにもある。だが、消費税の引き上げが、社会保障分野に使われることによって、所得再分配機能の強化を図れるわけで、低所得者対策そのものが不必要になるよう、社会保障の充実に力を入れることこそが、逆進性対策に他ならないのではなかろうか。ＥＵ各国は、軽減税率問題でどこも悩んでおり、デンマークのような単一税率の付加価値税に羨望のまなざしを注いでいるのだという。
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